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 令和５年の新春を迎え、謹んでお慶びを申し上げます。 

 

昨年は、２月にロシアによるウクライナへの軍事侵攻が開始され、国内では参議院議員選

挙中の７月に安倍晋三元首相が銃撃されるなど、国内外で社会を揺るがすような大きな事件

が起こりました。 

また、新型コロナウイルス感染症は、ウイルスが初めて確認されて以降３年以上が経過し

ましたが、感染拡大が第８波に入るなど感染者数は増減を繰り返し、未だに収束が見えない

状況が続いています。 

経済では、一昨年から広がり始めた値上げの波が昨年は勢いを増し、食品を中心に家電な

ど幅広い商品に及び、その背景には、円相場が一時１㌦１５０円を超えるなど歴史的な円安

水準が続いていることや、ロシアのウクライナ侵攻による資源価格の高騰などの影響がある

ようです。さらに、米中の経済摩擦などに加えてコロナ感染拡大の影響で半導体不足が続き、

自動車をはじめとする電子機器の製造が滞り、国民生活にも大きな影響を及ぼしています。 

私たちトラック運送業界にとっても、新型コロナウイルス感染拡大による事業経営への悪

影響が長引くなか、原油価格の高騰などにより、多くの事業者の経営が圧迫される厳しい１

年となりました。 

 

このような状況の中、協会が重点的に取り組んだ課題の一つが、燃料価格高騰への対応で

す。 

原産国による原油の供給不足に加えて、ロシアによるウクライナ侵攻により原油価格が高

騰し、そのうえ円安が高騰に拍車をかける事態が長期化しており、政府による激変緩和措置

である程度抑えられてはいるものの、燃料価格の変動が利益の増減に直結するトラック運送

業界にとっては、厳しい状況が続いています。 

そのような中、昨年４月、政府による原油価格高騰に対する緊急対策として「新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を活用した運輸事業者等に対する燃料費高騰分等

の助成が可能となったことから、協会は５月に福井県知事、７月には福井市をはじめとする

県内１５市町長に対して、要望書を手交して要望活動を行いました。 

その結果、県と福井市がそれぞれ６月と９月の補正予算で、トラック運送事業者に対する

低燃費タイヤ購入に係る経費の支援事業を行って頂きました。さらに、県には１２月補正予

算で、貨物自動車運送事業者に対する燃料価格高騰対策支援として車両１台当たり３万円か

ら５千円の助成金を支給する制度も創設して頂きました。 

本年も、燃料価格の高止まりは続くことが予想されますので、引き続き全ト協等と連携し

て対策に取り組んでまいります。 

 

 

 



二つ目は、「標準的な運賃」の活用等による適正な運賃・料金収受の推進についてです。

トラックドライバーの労働条件の改善等を図るため、令和２年４月に国土交通省から 

「標準的な運賃」が告示されました。協会において制度の周知と届出の促進を図ってきた結

果、現在の届出率は約８５％となり、全国平均を大きく上回る状況となりました。 

一方、届出は適正運賃・料金を収受するための必要条件ではありますが、会員の皆様それ

ぞれが、これを活用しなければ意味がありません。そこで、協会では１０月に全ト協から専

任講師を招いて「標準的な運賃」活用セミナーを開催し、原価計算や運送形態別運賃の考え

方、荷主との交渉方法等実践的な内容を教示して頂くなど、「標準的な運賃」の活用を促進

してまいりました。制度が令和６年３月末までの時限措置であることを踏まえ、本年も荷主

等への広報・周知活動等を積極的に行ってまいります。 

 

 三つ目は、働き方改革関連法等への対応です。 

改正労働基準法の施行により、令和６年（２０２４年）４月１日から自動車運転業務の時

間外労働に対し、年９６０時間以内の罰則付き上限規制が施行され、また、同時期に自動車

運転者の拘束時間等の基準を定めた改正改善基準告示が施行されることとなり、労働時間の

短縮、長時間労働の是正など、ドライバーの労働環境の整備を強力に推進することが求めら

れています。協会では、会員の皆様にアンケート調査を行い、こうした課題への取組み状況

の把握に努めるとともに、９月と１０月には、社会保険労務士や福井労働局の担当官を講師

とした働き方改革説明会を開催しました。本年も、会員の皆様に制度の周知と施行に向けた

準備を促してまいります。 

 

 最後に、交通事故防止への取組みについてです。 

 昨年は、国土交通省が策定した「事業用自動車総合安全プラン 2025」の目標達成に向け、

県ト協独自の「交通・労働災害死亡事故０運動 2022」を展開し、福井県車籍の事業用トラ

ックが第一当事者となる交通事故死者と重傷者を年間５人以下に抑えることを目標とし、か

つ、飲酒運転の根絶を目指して、「交通事故・労働災害防止大会」や交通事故防止セミナー

の開催、アルコール検知器や安全装置など安全対策機器の購入費用の助成など、交通事故を

防止するための対策に取り組みました。 

 しかし、重大事故は５件発生し、そのうち死者が２人、重傷者は２人で、死者と重傷者数

の抑止目標５人以下は達成しましたが、福井県車籍の事業用トラックによる業務中の飲酒事

故が１件発生するという残念な結果となりました。 

 本年も、交通事故防止は最重要課題と捉え、ドライバー一人ひとりに至るまで、交通安全

意識を高める活動を行ってまいります。 

 また、協会では、トラック事業者全体の安全性向上に資するため、全国適正化実施機関が

実施する安全性評価事業（Ｇマーク制度）を推進しており、2023 年度までに本県のＧマー

ク認定取得率４０％以上を目指してきました。 

 現在の取得率は、３９．２％（前年３７．７％）まで上昇しましたが、目標の最終年度で

ある本年は、なんとか目標の４０％以上を達成したいと考えています。 

 

 トラック運送業界は、依然として多くの課題を抱えておりますが、本年も、社会に貢献し、

魅力あるトラック運送業界として評価されるよう、役職員一同最善を尽くして取り組んでま

いりますので、当協会の事業運営に御理解・御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びにあたり、皆々様の御健勝と御多幸を祈念申し上げ、新年の御挨拶と致します。 


